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緒 論

平均寿命で男女 ともに世界第1位 を誇 る我が

国は,国 際的に他 に例を見ない急速 な少子高齢

社会 を迎えてお り1),明治維新以後,全 ての近代

化 を 「欧米先進諸国に追いつけ,追 い越せ」 を

国是 として取 り組んで きただけに,今 日の我が

国における国民の健康問題への取 り組みにおい

て,国 民一人ひ とりの創意 ・工夫 とともに,専

門職の指導性の発揮が求め られている2,3).

また,年 々増大する医療費,と くに老人医療

費は医療保険制度の健全 な運営に重大な影響 を

与えているとの視点か ら,多 種 多様の方策が取

られつつある4,5).そ の 中の一つ として 「寝たき

り零作戦」6)があ り,と くに女性の中高年齢者の

骨粗鬆症による転倒後の 「寝たき り予防策」 と

して,近 時 「骨密度検診」が各市町村で実施 さ

れ るようになった7).し か し,実 施 された「骨密

度検診」の結果の判断 と事後措置 としての対策

については,い まだ確定された方策がない8).そ

の理由は,閉 経後における女性の骨密度の低下

が食生活におけるCaの 摂取不足に よるのか9),

不 足によるとして も,何 歳時の摂取量が重要 な

のか10),内分 泌系の障害によるのか11),更年期障

害 として捉えるべ きなのか12),それ とも骨粗鬆症

と呼ばれる整形外科的な疾患によるのか13)といっ

たように,そ の発症原因や発症機序についても,

い まだ不明な点が多い14)ため と推察 しうる.しか

し,そ の測定結果に基づいた的確な保健活動が

実施されることが重要であ り,様 々な検診に関

す る模索が全 国で試み られているが,未 だ 「骨

密度検診」 と骨粗霧症予防活動 とを一体化 した

学問的に合理性のある体制は確立されていない.

本研究は現在,各 市町村で実施 されている「骨

密度検診」の各種測定法について,そ の関連 を

検討す るとともに,「 骨密度検診」における測定

結果 と生活習慣 との関連について も検討 し,「骨

密度検診」後の生活指導の資料 を得 たいと考 え

た.

なお,測 定法の1つ である超音波測定におい

ては,厳 密には骨密度そのものを算 出す るわけ

ではないため,い わゆる骨密度測定検診 という

意味で,「 骨密度検診」 とい う用語 を用いた.

Ⅱ　調査対象及び方法

本研究は,ま ず測定機関を同 じくす る一定地

域一M町 において 「骨密度検診」 を受診 した女

性203名 を対象 として,

(1) ルナ ーDPX-α(Lunar社,米 国)を 用い

た腰椎(第2-4腰 椎)及 び橈骨(遠 位1/3

部位)の 骨密度 を測定するDXA (Dual-energy

 X-ray Absorptiometry)

(2) オ ステオアナ ライザーSXA 2000(ダ ブ メ

ディカルシステムズ社,米 国)を 用いた踵骨

の骨密度を測定するSXA (Single Energy X

ray Absoptiometry)

(3) ア キ レスA-1000 PLUS(Lunar社,米 国)

を用いた踵骨のStiffness Indexを 測 定す る

超 音 波(QUS: Quantitative Ultrasound

 Imaging)

の3方 式による 「骨密度検診」をそれぞれ行 い,

測定方法による測定結果の相異を比較検討 した.

169



170　 木 村 博 承

なおQUSは,測 定値である超音波伝導速度

(SOS: Speed of Sound)及 び広帯域超音波減

衰係数(BUA: Broadband of Ultra-sound

 Attenuation)か ら計算 して導かれる骨強度の指

標 とな り得 るStiffness Indexを 評価 に用いた.

次 に,QUSを 採 用 した山間地のM町(女 性203

人)お よぴK町(女 性247人)と 海浜地であるH

町(女 性177人)の 三つの異なる地域 において,

測 定医療機関が異なるが測定方法 を同じくす る

測定結果を比較検討 した.

測定時期は3町 とも同じ年に行われ,M町 は

8-9月,K町 は10-12月,H町 は12月 で あっ

た.

さ らに,QUSに よ る受診者女性627人 の測定

結果について,

(ア) 年 齢や身長 ・体重などの体格

(イ) 初 潮年齢 と閉経年齢

(ウ) 妊娠,分 娩,授 乳などの経験の有無

(エ) 既往 歴

(オ) 家 族歴

(カ) 目常生活の中での身体活動

(キ) 喫 煙,飲 酒などの嗜好

(ク) 食 習慣

などの生活状況 を測定時に自記式問診票によ り

調査 した.さ らにこれらは回収時に保健婦に点

検 してもらい,「 骨密度検診」におけ る測定値 と

体格,生 活状況などとの関連 を検討 した.

表1　 各種骨塩量測定法による測定値間の相関係数

p<0.01

表2　 同一人に対するDXA(腰 椎)とQUS(踵 骨)に

よる測定値の相関

p<0.05 p<0.01

表3　 M町,H町,K町 における年齢構成比較

mean±S. D. p<0.05

解 析 方 法:1元 配 置の分 散 分析 及 ぴ ポ ン フェ ロー ニの方 法 に よ る多重 比較

調 査 結 果

(1)　測定方式による測定結果の比較

表1に,測 定対象者が共通す る各種の測定-

DXA(腰 椎),DXA(橈 骨),SXA(踵 骨),QUS

(踵骨)-の 測定値 を比較検討 した結果 を示す.

相 関係数0.596か ら0.814と ほぽ一定水準 で有意

の相関を認めた.特 に測定部位 を同 じくするSXA

とQUSと の相関が最 も高か った.

また表2に,同 一 人に対するDXA(腰 椎)と

QUS(踵 骨)に よる測定結果 を示す.年 齢層が

高 くなるにつれて,相 関係数が漸次小さ くな り

60歳 以上では有意差 はな くなった.

(2)　測定医療機関による測定結果の比較

表3に,測 定方式 としてはQUSを 採用 して

いるが,測 定医療機関が異なる三つの地域-M

町 とH町 とK町 の測定値 を1元 配置の分散分析

及びボンフェローニの方法による多重比較によ

って比較検討 した結果 を示す.H町 の受診者の

年齢構成は他の2町 と比較 して有意に高 く,Stiff

ness Indexの 平均値において も他の2町 と比較

して有意に低かった.一 方,年 齢構成において
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は統計学的に有意差を認めなかったM町 とK町

との間にも,Stiffness Indexの 平 均値に有意差

が認め られた.

表4に,M町 とK町 における生活状況調査項

目についての集計結果 を示す.x2分 布 を用いた

2つ の母比率の差の検定 により,月 経状況,出

産 ・授乳経験の有無,既 往歴の有無については

母比率 の差に有意差を認めなかったが,日 光 に

当たる時間,一 日の歩行時間,喫 煙,飲 酒,緑

黄色野菜の摂取それぞれの頻度において母比率

の差に有意差 を認めた.

表5及 び図1に,Stiffness Indexを 測定 した

3町 での対象者合計627人 の 年齢 とStiffness

 Indexと の 関係を,5歳 階層の年齢層別に示す.

5歳 階層年齢群別のQUSに お けるStiffness

 Indexの 平均値は,40歳 代 前半に比較 して後半

では4.3%,50歳 代 前半に比較 して後半では8.8

%, 60歳 代後半に比較 して70歳 代前半では15.8

%,そ れ ぞれより低 い値 であった.

表4　 M町 とK町 との各項目別における有意差の有無

解析方法:x2分 布 を使用した2つ の母比率の差の検定 p<0.05 p<0.01

(3)　Stiffness Indexと 諸要因 との関連

表6に 示す ように,身 長 とStiffness Indexと

の間には有意な正の相 関(相 関係数r=-0.121,

 p<0.01)が 認め られたが,一 方,初 潮年齢,

出産経験回数及び授乳経験回数については,負
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の 相 関(初 潮 年 齢:相 関 係 数r=-0.243,

 p<0.01,出 産 経 験 回 数:相 関 係 数r=

-0 .235, p<0.01,授 乳 経 験 回 数:相 関 係 数

r=-0,213, p<0.01)が 認 め られ,体 重 との

相 関 は 認 め ら れ な か っ た.

表5　 5歳 年齢階層別骨密度

p<0.05 mean±S. D.

解析 方 法: Levene's Testに よ る等分 散 性 の検 定 及

び ボ ンフ ェ ロー ニ の方 法 に よる多重 比 較

図1　 5歳 年 齢 階 層別Stiffness Index

表6　 身 長,体 重,初 潮年 齢,出 産,授 乳 経験 回数

とStiffness Indexと の関 連

p<0.01

表7に,疾 病の既往の有無 とStiffness Index

との関係を,Levene's Testに よ る等分散性 の

検定結果及びt-testに よる2つ の母平均の差の

検定結果を踏まえて示す.高 血圧,肝 臓病,骨

粗鬆症において疾病の既往の有無によ りStiff

ness Indexの 平均値 に有意差が認め られ,高 血

圧症では50歳 以上(p<0.01),肝 臓病では30歳

以上50歳 未満(p<0.01),骨 粗 鬆症 では50歳 以

上60歳 未満(p<0.01)の 年齢階層の既往歴の

有無で,そ れぞれ既往歴のない群 の方が既往歴

を有す る群 よりもStiffness Indexの 平 均値が

高かった.な お,高 脂血症,糖 尿病においては,

各 年齢階層別 では有意差は認められなか った.

表8に,骨 折の経験や腰痛の有無 とStiffness

 Indexと の関連性 を,Levene's Testに よる等

分散性の検定結果及びt-testに よる2つ の母平

均の差の検定結果 を踏まえて示す.30歳 未満の

年齢層において骨折経験 を有する群が骨折経験

を有しない群 より骨密度が有意に高かった.腰

痛については,安 静時及び運動時の腰痛の有無

とStiffness Indexの 平均値 との関連を年齢階

層別に検討 したが,有 意差は認められなか った.

目光 を浴び る時間 とStiffness Indexの 平均値

との関係については,目 光 を浴び る時間が1時

間以上の群 と1時 間未満の群の間では,Stiffness

 Indexの 平均値に有意差が見 られ,1時 間以上

の群の方が1時 間未満 の群 よ りもStiffness

 Indexの 平均値は低かった.

表9に,身 体活動 とStiffness Indexと の 関

連 を,Levene's Testに よる等分散性の検定結

果及びt-testに よる2つ の母平均の差の検定結

果 を踏 まえて示す.30歳 以上40歳 未満の年齢階

層群 で一 日歩行時間が1時 間未満 と1時 間以上

の群については1時 間未満の群の方が,ま た30

歳 以上50歳 未 満の年齢階層群で運動習慣の有無

別の群 間では運動習慣のある群の方が,さ らに

30歳 以上50歳 未満の年齢階層群で若年時におけ

る運動 習慣の有無別 の群 間においては運動習慣
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表7　 疾 病 の既 往 と踵骨 の超 音 波Stiffness Indexと の 関 連

p<0.05 p<0.01 mean±S. D. mean±S. D.

解 析 方 法: Levene's Testに よ る等分 散 性 の検 定 及 びt-testに よ る2つ の

母 平 均 の差 の検 定
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のあった群の方が,そ れぞれStiffness Indexの

平均値が統計学的に高かった.

表8　 骨 折 経験 や 腰 痛 の有 無 とStiffness Indexと の 関連

p<0.05 p<0.01 mean±S. D. mean±S. D.

解析 方 法: Levene's Testに よ る等分 散 性 の検 定 及 びt-testに よ る2つ の

母 平均 の差 の検 定

表10に,嗜 好 で あ る 喫 煙,飲 酒 とStiffness

 Indexと の 関 連 性 を,Levene's Testに よ る 等

分散性の検定結果及びt-testに よる2つ の母平

均の差の検定結果 を踏 まえて示す.年 齢階層別

にはそれ らの習慣 とStiffness Indexの 平均値

との間には有意差が認められなかった.



超音波測定法による 「骨密度検診」の有用性と生活習慣　 175

表9　 身体 活動 とStiffness Indexと の 関連

p<0.05 p<0.01 mean±S. D. mean±S. D.

解 析 方 法: Levene's Testに よる等 分 散性 の検 定 及 びt-testに よ る2つ の

母 平 均 の差 の検 定

表11に,食 生活習慣 とStiffness Indexと の

関連について,Levene's Testに よ る等分散性

の検定結果及びt-testに よる2つ の母平均の差

の検定結果 を踏 まえて示す.小 学生の頃に牛乳

を飲んだ頻度について,50歳 以上70歳 未満で摂

取の有無 とStiffness Indexの 平均値に有意差

が認められ,摂 取 した群 の方が しなか った群 よ

り高かったが,小 魚の摂取については年齢階層



176　 木 村 博 承

別の比較で有意差は認められなかった.な お魚

の摂取においては,50歳 以上70歳 未満の年齢層

において,摂 取 していない群の方が摂取 してい

る群 よりもStiffness Indexの 平 均値が有意に

高か った.ま た,大 豆 ・納豆 の摂 取の有無 と

Stiffness Indexの 平均値の関係については,70

歳以上の高齢者層で有意差が認め られ,よ く摂

取した群の方が しなかった群よりStiffness Index

の平均値が有意に高かったが,例 数が少なかっ

た.緑 黄色野菜の摂取の有無については,30歳

以 上50歳 未 満の年齢階層において,よ く摂取 し

た群の方が しなかった群よりStiffness Indexの

平均値が有意に高かった.カ ルシウム入 り食品

の摂取の有無 につ いては,年 齢階層別に検討 し

た結果では有意差は認め られなか った.

表10　 嗜好 の 有 無 とStiffness Indexと の 関連

p<0.05 p<0.01 mean±S. D. mean±S. D.

解 析 方 法: Levene's Testに よ る等分 散 性 の検 定 及 びt-testに よ る2つ の

母 平 均 の差 の 検定

考 察

骨はカルシウム,リ ン,ハ イ ドロキシアパタ

イ トか らなる骨塩(骨 ミネラル)と,主 として

コラーゲンか らなる骨基質(有 機成分)か ら成

り,そ の両者の総和は骨量 と称 されている.骨

粗鬆症は,こ の骨塩 と骨基質の組成が正常のま

ま量的に減少 し,さ らにその微細構造が くずれ,

その結果,骨 の脆弱性が増 し,骨 折を起 こしや

すい状態になった もの と定義 されている15).

骨粗 鬆症の検診においては,骨 の強度を測定

す る検査 として,現 在のところ,測 定方法や測

定部位に より異なった方式が開発 されている.

骨 の強度は骨の硬度や骨質(骨 梁の三次元分布)

と骨梁の弾性に依存 しているが,骨 の硬度が骨

の強度の約80%を 支 配す るとい う報告があり16),

骨 の硬度 を決める単位体積あたりの骨塩量であ

る骨密度を測定す ることによ り,骨 の強度 を評

価することができるとされている17).

「骨 密度」の測定方法は,放 射線 を用いた測

定法 と超音波を用いた測定法の2つ に大別 され
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表11　 食 習慣 とStiffness Indexと の関 連

p<0.05 p<0.01 mean±S. D. mean±S. D.

解 析 方 法: Levene's Testに よ る等分 散 性 の検 定 及 びt-testに よる2つ の 母 平均

の差 の検定
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るが,放 射線を用いた測定法が一般的である.

特 に測定部位が腰椎のDXAは,評 価がすでに

ある程度確立 している18).一 方,QUSに よる測

定は,X線 被爆がない長所がある反面,骨 粗鬆

症の検診法 としての評価はまだ確立 していない19)

す なわち,QUSで は,超 音波の伝播速度(SOS),

広 帯域超音波減衰係数(BUA)を も とにStiff

ness Indexと して表現す るものであるが,超 音

波が骨の内部 を通過す るときの速度は,骨 密度

及び骨質に影響 され,ま た超音波の減衰は骨質

により強 く影響 されるといわれてお り20),単に骨

密度の測定だけではな く,原 理的には骨強度 を

総合的に評価 した指標にな りうると考 えられる.

しかし,い まだStiffness Indexと してあらわ

す算出方法についての評価が確立されていない.

武 田ら21)によれば,超 音波伝導速度(SOS: 

Speed of Sound)ま たは広帯域超音波減衰係数

(BUA: Broadband of Ultra-sound Attenua

tion)とDXAに よ り測定された腰椎骨密度

(BMD: Bone Mineral Density)と の相関係

数 は,そ れぞれr=0.733と0.427で あ り有意の

相関が認め られている.従 って,こ れらの数値

は骨密度や骨構造に関係す る海綿骨の通過速度

および骨梁構造に関係する減衰率 と関係がある

ことが知 られている.

表11　 食 習慣 とStiffness Indexと の 関連

p<0.05 p<0.01 mean±S. D. mean±S. D.

解 析 方 法: Levene's Testに よる等 分 散性 の検 定 及 びt-testに よ る2つ の母 平均

の 差 の検 定

本研究において も,表1に 示すようにDXA(腰

椎),DXA(橈 骨),SXA(踵 骨),QUS(踵 骨)

に っいて,相 互間の 「骨密度」測定値 には,互
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いに一定の相関が認め られた.こ うした結果か

ら,検 診による集団へのX線 被爆に対す る配慮

か らQUSに よ る測定値 を用いて,他 の測定法,

特 にDXAに よる知見 を敷延す ることの妥当性

があると考 えられた.

そ して表2に 示す如 く,同一人に対す るDXA

(腰椎)とQUS(踵 骨)に よる測定結果では,

年齢層が高 くなるにつれて,相 関係数が小さ く

なつていたことか ら,骨 密度以外にも,腰 椎の

経年的な変化(骨 棘・圧迫骨折な ど)と ともに,

骨質及び骨梁の弾性が若年に比し高齢になるに

つれて より大 きく変化す ると推測される.

次に表3に 示す ように,QUSで あ るアキレス

という同一機種により踵骨 を測定 したM町,H

町,K町 の3町 の うち,M町,K町 の2町 にお

いては年齢の構成 には有意差が認められなか っ

たが,Stiffness Index間 には有意差が認め られ,

M町 の方がK町 よ り有意に高かった.ま た,こ

れに関連 し,表4に 示す ようにM町 とK町 との

間において,月 経状況,出 産・授乳経験の有無,

既往歴の有無 につ いてはStiffness Index間 に

有意差 を認めなかったが,日 光に当たる時間,

一 日の歩行時間
,及 び喫煙,飲 酒,緑 黄色野菜

の摂取それぞれの頻度においては,統 計学的に

Stiffness Index間 に有意差 を認めた.こ れ らの

ことか ら,Stiffness Indexに 影 響 を与える要 因

として,日 に当たる時間や運動時間,喫 煙,飲

酒 といった嗜好,緑 黄色野菜の摂取頻度の相異

が,M町 とK町 との間におけ るStiffness Index

の 統計学的有意差の原因になっているこ とが示

唆 され る.

また伊木22)は,QUSの 測定機器においては,

同一人 を同一機器 で夏と冬に測定 した結果,冬

のStiffness Indexは 夏 よ りも平均3.2%高 くな

ると報告 してお り,検 診実施時期がM町 とK町

のStiffness Indexの 平均値 に有意差を生 じさ

せ る原因の一つになっている可能性 もあ り,今

後,検 診実施時期による影響 について もさらに

詳細に検討す る必要がある.

現 在,骨 粗鬆症のスクリーニングの観点から

の判定基準は,1995年 に厚生省の老人保健福祉

局老人保健課監修による骨粗鬆症検診マニュア

ル23)にお いて,骨 粗鬆症検診の対象者を40歳 及び

50歳 とし,超 音波方式の測定結果では,40歳 以

上 ではStiffness Index 72未 満 を要精密検査 と

している.こ れは森田24)が,QUSに お いては40

歳 以上60歳 未満の女性では,30歳 代女性の平均

値の80%以 下 について精密検査 が必要 と結論づ

けたことによるものである.

しかし本研 究においては,表5に 示す ように

5歳 階層年齢群別のQUSに お けるStiffness

 Indexの 平均値は,50歳 代 前半 と後半では8.8%,

 60歳 代 後半 と70歳 代前半 では15.8%低 い値であ

った.そ して30歳 代 女性の平均値の80%に お け

るStiffness Indexの 平 均値は70.9で あ り,60

歳 代 の前半 と後半の間の骨密度に相 当す ること

から,現 在の40歳 及 び50歳 における骨粗鬆症検

診時期 をさらに延長す るとともにその実施間隔

について も配慮 し,現 行の実施時期に加 え55歳,

60歳 時に も骨粗鬆症検診 を実施する必要性が示

唆された.

表6に 示す ように,身 長,体 重や出産,授 乳

経験回数 とStiffness Indexと の関係について

は,身 長 との間に正の相関がまた出産,授 乳経

験回数 との間に負の相関が認め られたことか ら,

カルシウム代謝系に内分泌要 因の関与が示唆 さ

れるとともに,女 性の出産 ・授乳期においては

過度な家事労働 などの負荷 を控えるように配慮

をす ることの必要性が示唆 された.

疾 病の既往の有無につ いては,表7に 示す よ

うに,高 血圧,肝 疾患,骨 粗鬆症 などの疾病が,

骨 の代謝系に影響 を及ぼ していることが認め ら

れたことか ら,「骨密度検診」を行 う場合には,

特 に高血圧,肝 疾患の既往歴 について も問診 を

行 い,事 後指導に生かすことが必要であると考

える.

また骨折の経験については表8に 示すように,

30歳 未満の年齢層において骨折経験 を有す る群

が骨折経験を有 しない群 よりStiffness Indexの

平均値が有意に高かったが,こ のことは若年期

の骨折においては,治 癒過程で骨折部位 ばか り

でな く他の部位について も骨の強度が骨折前 よ

りも強化 される可能性が示唆 された.

生 活習慣の中で身体活動については,表9に

示すように,30歳 代 の者では1日 歩行時間が1

時 間以上の群が1時 間未満の群よ りStiffness
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Indexの 平均値が有意に低かった.こ れは,30

歳 以上50歳 未 満の年齢階層では,現 在運動習慣

のある群の方がない群に比べて,Stiffness Index

の平 均値が有意に高か ったこと,ま た若年時の

運動についても同 じ結果であったことか ら,運

動習慣がないか過去に運動 していない者が意識

的に歩行時間を増や していることが推測される.

さらに過去 の生活習慣でも,表8,表9,表

11に 示 すように,Stiffness Indexと 過 去の骨折

の有無,若 年時における運動の有無及び小学生

の頃に牛乳 を飲んだ頻度 との間に,そ れぞれ統

計学的に有意差が認め られたことか ら,成 長期

および若年時にカルシウム摂取が多くまた運動

を行 っていた者は,同 年齢者に比 して相対的に

高い骨強度 を維持 できると考 えられた.

また,表11に 示 すように,過 去の食習慣にお

いて,小 学生 の頃に牛乳を飲んだ頻度について

は,50歳 以上70歳 未満では摂取 した群の方が し

なかった群 よりStiffness Indexの 平 均値が有

意に高かった.成 長期においてより多 くのカル

シウムを摂取した方が中年期以後に も同年代者

に対 して相対的に高い 「骨密度」 を保持できる

ことが示唆 された.

さらに,現 在の食生活習慣においても,大 豆,

納 豆の摂取については70歳 以上の年齢階層の群

に,ま た緑黄色野菜の摂取については30歳 以上

50歳 未満の年齢層の群において,そ れぞれこれ

らの食品をよ く摂取 している群の方がほ とんど

摂取 していない群 より有意にStiffness Indexの

平均値が高か った.ま た,成 人以後の食生活に

おいて もより多 くのカルシウムを摂取すること

の必要性が示唆された.

なお,表11に お ける魚の摂取において,同 年

齢層において摂取 していない群の方が摂取 して

いる群 よりもStiffness Indexの 平均値 が有意

に高 く,ま た小魚の摂取において年齢階層別 の

比較で有意差は認め られ なか ったが,こ れは魚

の摂取にあっては通常蛋 白部分のみを摂取す る

ことか らカルシウムの摂取をしたことにならな

いためであ り,小 魚の摂取については,今 回の

調査 における小魚の概念が曖昧であ り,骨 ごと

摂食 したか どうかの解 明が今後の検討課題であ

ると考える.

結 論

各市町村で実施 されている 「骨密度」の各種

測定法について,そ の関連 を検討す るとともに,

「骨密度」の測定結果 と生活習慣 との関連につ

いても検討 し,以 下の結論 を得 た.

1) 各種 の 「骨密度」測定(DXA(腰 椎),DXA

(橈骨),SXA(踵 骨),QUS(踵 骨))に は,

それぞれ相関が認められ,一 定の評価が確立

しているDXA(腰 椎)の 知見 を,超 音波方式

であ るQUSに よ る今回の調査結果で代替す

ることの妥当性 を認めた.

2) Stiffness Indexと 相 関が高かったのは年齢

であ り,年 齢に比例 して減少 していた.

3) 現行 の骨粗鬆症検診実施時期である40歳 及

び50歳 に加 え,55歳,60歳 時に も骨粗鬆症検

診を実施する必要性が示唆された.

4) 若年 期の運動や カルシウム摂取量の多寡が,

壮 年期以後の骨密度にも影響 を与 えているこ

とが示唆 された.
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To prepare for the problems associated with a rapidly aging society, a checkup for the bone 

mineral density has been performed in many cities and villages in Japan.

However, there are varying methods for measuring bone mineral density, and the usefulness 

of quantitative Ultrasound imaging has not been established.

The relationship between bone mineral density and life style in 627 women in 5 cities was 

investigated using quantitative ultrasound imaging to measure bone mineral density.

The results can be summarized as follows:

1. The results from quantitative ultrasound imaging can be applied to the established DXA

 method because there was a correlation among dual energy X-ray absorptiometry, single

 energy X-ray absorptiometry and quantitative ultrasound imaging.

2. The stiffness index by quantitative ultrasound imaging was highly correlated with age and

 decreased proportionally with an increase in age.

3. We suggest that the measurement of bone mineral density by quantitative ultrasound

 imaging for women at the age of 55 and 60 years in addition to those of 40 and 50 years is

 necessary.

4. We speculate that exercise and calcium intake during youth have some effects on bone

 mineral density of women after the prime of life.


